
金融経済レポート No.53 

（社）日本リサーチ総合研究所 

 1 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「人が動く」ことの意義 

– 雇用規制の緩和が脅威論とならないように 

安倍政権は、雇用改革への取組方針として「失業なき円滑な労働移動」が重視されている。規制改革会議

の雇用ワーキング・グループ（雇用ＷＧ）がまとめた報告書では、「人が動く」ことが必要な理由として、

①労働市場の二極化を是正する、②ワークライフ・バランスの促進、③成長力を強化する、④デフレ脱却と

賃金上昇への対応、を掲げている。こうした考えに基づいて、女性の就業率の向上、限定正社員の普及・促

進などが提示されている。 

こうした個別の議論に入る前に、筆者は雇用ＷＧが提示した「人が動く」ことの意義について、もう一段

プリミティブな視点から見つめ直す必要があると考える。「人が動く」ことの意義が広く共有されなければ、

雇用規制の緩和も脅威論として片付けられてしまうからである。 

 労働移動は停滞が続く 

– 異業種への移動も停滞 

まず就業構造基本調査を用いて雇用の移動状況を確認してみる。就業者全体に対する過去１年間の転職者

数の割合をみると、平成２４年度調査では約８％と１割に満たない（図表１）。過去からの推移をみても転

職者数の割合は低下傾向にあり、雇用流動化はここ数年殆ど進展していないことがわかる。 

成長戦略の中では「キャリアチェンジを伴う労働移動」というキーワードが何度か出てくる。前職とは異

なる分野や職種への移動がキャリアチェンジであり、これが進めば異業種間の労働移動も活発になることを

意味する。同調査から、転職者のうち前職とは異なる業種に進んだ人の割合は６割程度であり、これも過去

から殆ど変化していない（図表２）。労働移動の状態を同一業種と異業種への移動に分けると、図表３のよ

うな形になる。キャリアチェンジを伴う労働移動とは、同図の外側（同業種内の移動）と比べて、真ん中（異

業種間の移動）の線が太くより密になるような状態である。 

 労働移動はなぜ停滞しているのか 

– 老化が進む日本の企業組織 

No.53 

成長戦略では雇用改革として雇用維持型から労働移動支援型への政策転換が示された。限定正社員や女性就業率の普

及などが掲げられているが、これらの達成には「人が動く」ことの意義が広く共有されていなければならない。統計

データからみても日本の雇用流動化はここ数年殆ど進展していない。その理由として、終身雇用制などを通じた「企

業組織の老化」が大きく関連していると考えられる。こうした組織の老化現象は物理学でいう「エントロピー増大の

法則」からも裏付けられる。エントロピーは「物の混ざり度合い」を表し、何もしなければエントロピーは時間とと

もに増大する。日本の企業組織はエントロピーが増大した状態にある。これを抑制するには、現状の「閉じた系」か

ら「開いた系」への移行、すなわち外部からエネルギーを取り込む変化が必要である。企業は外部から異なるタイプ

の人材を受け入れることで「開いた系」を手に入れることが出来る。エントロピーの低い企業組織とは、社員それぞ

れが真に自立したプロとしての「軸」を持ち、共通の「ミッション」に向かって最大のパフォーマンスを発揮する姿

にある。こうした環境を作るのは国ではなく企業自身、すなわちマネジメントにあることを忘れてはならない。 
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改めて、雇用流動化はなぜ必要か 

－ 「エントロピー増大の法則」が示唆するもの 
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なぜ人が動かなくなっているのか。筆者は日本企業の「組織の老化」「制度疲労」が大きく関連している

と考える。終身雇用制、年功序列型の組織、減点主義的な人事制度、ジョブローテーション、は一般的な日

本企業の特徴として知られる。長年こうした制度を運用してきたことにより、企業の多くは今になって以下

のような症状に苦しんでいる。 

・仕事の大半が日々のオペレーションに費やされる 

・ルールや規則が雪だるま式に増加 

・パラダイムの変化に気づけない 

・前例主義がイノベーションを阻害する 

・コモディティ化から抜け出せない 

かつてはうまく機能していたものが時代の変化とともに有効性を失い、組織の活力がそがれてくる。これ

はまさに「老化現象」そのものである。老化は生命体としての組織が宿命的に陥る現象であり、「後戻りで

きない」不可逆な現象である。老化が進んだ組織がイノベーションを起こそうとしても「前例がない」「リ

スクが高い」という声に阻まれる。しかもジョブローテーションや減点主義的な人事評価で人材の均一性が

高まっているため、そもそもイノベーティブな提案自体が出にくい。 

– 日本企業は「エントロピー」が増大した状態に 

（エントロピーとは） 

このように老化が進んで不可逆性が高まった状態のことを物理学の世界では「エントロピーが増大した」

という。エントロピーとは「物の混ざり度合い」「乱雑さ」を表すもので、何もしなければエントロピーは

時間とともに自然に増大していく（図表４）。例えば、コーヒーに砂糖を入れると、次第に砂糖はコーヒー

に溶けて「甘いコーヒー」となる。これを「エントロピーが増大した」と表現する。反対に、「甘いコーヒ

ー」からコーヒーと砂糖を別々に取り出すのは不可能である。「淹れたてのコーヒーはやがて冷たくなる」、

「熱烈な恋愛もやがて冷める」も同様の現象と言える。エントロピーは不可逆なものであり、増大したエン

トロピーを自然に低下させることは出来ない。 

（エントロピーと会社組織） 

日本の企業組織をエントロピー的に捉えると、ジョブローテーションや日々のオペレーションの繰り返し

により、社員は良くも悪くも「丸く」なった状態にある。仕事は標準化・マニュアル化が進み、誰がやって

も同じ仕事が増えていく（金太郎飴状態）。特に新入社員の場合、学生の頃には自由かつ大胆に思考できて

いた人が、就職先で職業訓練を受けるにつれ、柔軟にゼロベースで思考する姿勢が失われていく。いったん

一定の行動様式がすり込まれると後で矯正するのは容易なことではない。源流付近の石は尖って不揃いな形

をしているが、下流に行くにしたがい、丸く均一になっていくのと同じである。こうした均一で後戻りでき

ない状態は、まさにエントロピーが増大した姿である。 

組織のエントロピーが増大すると社員のメンタル面にも影響を及ぼす可能性が出てくる。標準化によって

あらゆる面がベンチマーク化すると、そこから外れた社員の評価は低下し、個性ある社員のモチベーション

は低下してしまう。筆者は、メンタル不調を訴える社員が急増している事実と組織のエントロピー増大は無

縁ではないと考えている。 

 エントロピー増大を抑制するには 

– 雇用流動化はエントロピー低下に効果あり 

増大した日本企業のエントロピーはどうしたら下げられるのだろうか。もともとエントロピーは時間とと

もに増大する不可逆な現象である。何もせず放置した状態でエントロピーを低下させることは不可能であ
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る。したがって、エントロピー増大を食い止めるには、現状の「閉じた系」から「開いた系」への移行、す

なわち外部からエネルギーを取り込む変化が必要である。企業は外部から異なるタイプの人材を積極的に受

け入れることで、「開いた系」を手に入れることができる。Ｍ＆Ａもそのための手段の一つと位置付けられ

よう。人材の流動性を高め、マッチング機能をもった労働市場があることで、時代の流れとともに役目を終

えた産業から新しい産業へ人材が移動し、産業の新陳代謝を促す。これはまさに外部エネルギーによってエ

ントロピー増大を抑制したことになる。成長戦略の目指す雇用流動化とは、増大した日本企業のエントロピ

ーを抑制するための政策と読み替えていい。 

– 必要な企業の取り組み 

雇用流動化そのものはあくまで結果であり、重要な点はどのようなプロセスで流動化が進められるかにあ

る。単に新しい人を入れ、Ｍ＆Ａを進めればいいという話ではない。Ｍ＆Ａはエントロピー的には「二つの

物質が混ざり合う」ことだが、単純に混ざり合うだけでは均質化が進むだけで、いずれ特徴がなくなって凡

庸化していく。明確な事業戦略とそれに基づく適切な人事戦略がなければＭ＆Ａはかえって老化に拍車をか

けることになりかねない。 

（マネジメントの重要性） 

エントロピーの低い企業組織とは、社員それぞれが真に自立したプロとしての「軸」を持ち、共通の「ミ

ッション」に向かって最大のパフォーマンスを発揮する姿にある（図表５）。ミッションを共有することで、

個性の強い社員が「専門バカ」に陥ることなく組織としてシナジーを発揮できる。反対にエントロピーの高

い組織とは、自分の「軸」をもたないため、常に揺れ動いた状態となる。周囲の意見や上司の評価が気にな

って集中力が散漫になり、肝心のミッションまで意識が及ばない。コーヒーと牛乳が混ざるとエントロピー

の高いコーヒー牛乳になる。その進行を遅らせるよう、「常にコーヒーであり、牛乳であり続ける」ことを

可能にするような人事制度の見直しや組織改革が必要である。 

世代による役割の違いも明確にすべきである。新しいことは次世代に任せ、年配者には年配者にしかでき

ないこれまでの知識・経験を活かせる分野に専念する。次世代に対する教育も、年配者と同じスキルセット

を習得させるのではなく、次世代の強み・個性を引き出すための教育に転換すべきであろう。 

他部署や海外支店等への異動は、業務命令でも辞令でもなく、あくまでその人のキャリア形成にとっての

選択肢の一つという位置付けが望ましい。自分のキャリアをコントロールするのは自分自身であり、会社は

そのためのアドバイスを行う。仮に断っても人事評価や後のキャリアに支障のないようにすべきである。 

限定正社員についても「限定」という言葉が一人歩きしないようにすべきである。職種や勤務形態を定め

るのはあくまで「軸」を明確にすることを狙いとする。限定社員として決まった職種から抜けられないとな

ると雇用流動性がかえって阻害される恐れがある。仮に限定社員が「視野が狭い」「自分の仕事しかしない」

「柔軟性や協調性に欠ける」といった指摘を受けるとすると、それはミッションが共有できていないという

点でマネジメントの責任である。必要なのは、社員が真に自立したプロとなり、企業はミッションを共有で

きる環境を整えることにある。 
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図表１ 就業者数に占める転職者数の割合 図表２ 転職者の移動先（同業種・異業種）の割合 

（出所）「就業構造基本調査」総務省 

 

（出所）「就業構造基本調査」総務省 

図表３ 転職者の移動状況（平成２４年） 

（出所）「就業構造基本調査」より筆者作成 

 

図表４ エントロピーの概念図 

（出所）筆者作成 

図表５ エントロピーと社員のパフォーマンス（概念図） 

（出所）筆者作成 
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